
児童・生徒数の推計と望ましい校舎建築

【長期的な見通し】
府中市・東京都では平成２７年度を基準とすると短期的に増加し、その後緩やかに減少していく見込み。
全国の５～１４歳人口は減少を続け、令和４２年度には平成２７年度の６割程度まで減少すると予測されている。
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【資料１９】

出典：
全 国＝「日本の将来推計人口（平成２９年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所） 
東京都＝「東京都男女年齢（５歳階級）別人口の予測（平成２９年度）」（東京都） 
府中市＝「府中市人口ビジョン府中市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成２７年度）」（府中市） 

100.3
97.9

91.2
87.7 87.4 87.1

85.5
82.3

78.4

104.6 104.8 

101.0 

96.0 
91.6 94.4 

89.2 

82.9 

77.4 
74.4 

71.2 
67.6 

63.7 
59.7 

50

60

70

80

90

100

110

Ｈ27 R2 R7 R12 R17 R22 R27 R32 R37 R42

府中市 東京都 全国

[％]

基準年

５歳から１４歳の将来人口推計（計画本編P26掲載）

次ページグラフの範囲(R4～R10)



600,464

534,910

236,818 241,143

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和１０年

児童数 生徒数

（人）

東京都 約７％減

出典：東京都教育委員会
「令和４年度教育人口等推計報告書」

児童・生徒数の推計と望ましい校舎建築

【短期的な見通し】
令和４年度から令和１０年度にかけての６年間で比較すると、児童・生徒数の減少率は、東京都が約７％なのに対し、
府中市は約１２％であると予測されている。
（全国の６～１４歳人口の減少率も約１２％だが、長期的には東京都・府中市よりも減少率が大きくなる見込み。）
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令和10年度 8,215,000人

令和4年度 9,320,000人
令和4年度 837,282人

令和10年度 776,053人

令和4年度 19,481人

令和10年度 17,070人
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【表１】府中市立小学校の児童数・学級数推計 【表２】府中市立中学校の生徒数・学級数推計

※令和１０年度までの推計値については、第５回府中市学校適正規模・適正配置検討協議会
（令和５年５月１５日開催）資料の推計値を再掲

※令和１６年度の推計値については、令和４年４月１日時点の住民基本台帳人口を基準に、
コーホート要因法を用いて推計
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【短期的な見通し】
令和４年度から令和10年度までの６年間で、小学校は39学級（2,366人）、中学校は４学級（45人）減少する見込み。
中学校は、令和４年度から令和16年度までの12年間で、37学級（1,493人）減少する見込み。



4

令和４年度と令和１０年度時点の児童数比較

※令和１０年度は、令和４年生まれの子供が小学校に入学する年度
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令和４年度と令和１６年度時点の生徒数比較

※令和１６年度は、令和４年生まれの子供が中学校に入学する年度
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府中市学校適正規模・適正配置検討協議会では、推計に基づき、適正規模・適正配置を実現するための方策を検討

→令和６年２月に答申公表予定（次回の学校施設老朽化対策推進協議会で説明予定）

小学校 中学校

大規模校 ２５学級以上 １９学級以上

標準規模校 １２～２４学級 １２～１８学級

小規模校 １１学級以下 １１学級以下

適正規模の定義 標準規模校の範囲＝適正規模

対応策 ４つの対応策についてそれぞれ検討

統合

通学区域の見直し 学校選択制

校舎の増築等
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対策検討校

対策検討校を含めた周辺校の
グループごとに検討

武蔵台小学校、府中第七中学校

府中第一小学校、府中第二小学校

小規模校

大規模校
※対策検討校は、適正規模・適正配置の
実施に向けた検討を開始する基準に
該当する学校から抽出



方針を維持

対策例１

改築時点の学級数に見合った規模で建設するが、将来的に余剰教室が生じる学校については、対策が必要

整備方針

児童・生徒数の状況に応じて、柔軟に対応できるよう、
建物の解体や減築、他の用途への転用がしやすい構造や構法を採用する。
（計画本編P88 建物の整備方針及び配置方針）

１階 ３階

学校と分離したアプローチ動線、エレベーターの増築スペースを確保
レイアウト変更を想定し、用途転用範囲に耐力壁を設けず、空調系統、電源区分も学校と分離可能な計画
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用途転用を想定した設計

児童・生徒数の推計と望ましい校舎建築



鉄骨造（Ｓ造）で別棟（特別教室棟）を計画
→別棟にすることで、減築も改修も他への影響を少なく対応できる
→ 将来の空き教室は特別教室化し、別棟は解体または他用途へ転換もできる

普通教室関係凡例 特別教室関係管理諸室関係

普通教室
・管理棟
（RC造）

特別教室棟
（別棟Ｓ造）

特別教室
引越し

現状 別棟Ｓ造化 将来対応

空き教室を
特別教室化

解体
または
他用途
へ転換

特別教室棟を別棟にした事例
（大阪府立成城高等学校）

8

対策例２ 減築・用途転用を想定した設計
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